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資料３

岡山県保健医療部 健康推進課
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国民健康保険法における保健事業の位置づけ

保健事業（国保法第８２条） 一部抜粋

市町村及び組合は、特定健康診査等を行うものとするほか、これらの事業

以外の事業であって、健康教育健康相談、健康診査その他の被保険者の

健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めなければならない。

市町村及び組合は、保険給付のために必要な事業を行うことができる。

《期待される効果》
○ 医療給付の対象となる保険事故を未然に防止

○ 疾病を早期に発見することによる重症化防止

○ 病院・診療所を設置することで、国保被保険者の疾病、負傷等の保険事故
に対する医療の確保

《実施にあたって》
市町村国保独自の特性や、各市町村における健康課題等を踏まえ、効果的・

効率的な事業のあり方を検討する必要がある。 厚生労働省 提供資料



都道府県国保ヘルスアップ支援事業

【経緯】
○ 平成30年度以降の国保制度改革により、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営
や効率的な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担うこととなった。
○ 「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」（平成28年４月28日付け保発0428第16号厚生労働省保
険局長通知別添）においても、都道府県は、保健事業を含む医療費適正化に向けた取組（現状の把握、
市町村の好事例の横展開、市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等）を推進することが期
待されている。

○ 更に、平成30年度からは、都道府県は保険者努力支援制度において評価されることとなり、都道府
県の役割を踏まえた医療費適正化に向けた取組（特定健診受診率、重症化予防の取組割合、医療費分析
の実施、市町村への指導・助言等）が評価指標となっている。

都道府県国民健康保険運営方針策定要領（抜粋）
３．主な記載事項※

（５）医療費の適正化に関する事項
（現状の把握）
○ 取組の進んでいる市町村の好事例の横展開等、医療費適正化対策の充実強化に資する取組を定めること。また、
データヘルス計画に基づくＰＤＣＡサイクルにより、効果的・効率的に保健事業を実施すること。

（医療費適正化に向けた取組）
○ 都道府県は、地域の実情を把握の上、取組の進んでいる市町村の事例の情報提供等を通じた好事例の横展開や、
市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等、医療費適正化対策の充実強化に資する取組を定めるこ
と。また、保健事業に取り組む際には、データヘルス計画に基づくＰＤＣＡサイクルによる事業実施を行い、
効果的・効率的な実施を行うこと。

以上を踏まえ、平成30年度より、都道府県が実施する保健事業等に対する助成事業として、
特別調整交付金を活用した「都道府県国保ヘルスアップ支援事業」を創設する。

※都道府県が策定する国保運営方針に定める事項

※ 今後、平成30年度以降の都道府県が担う役割を踏まえ、国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指
針（平成16年厚生労働省告示第307号）における都道府県の役割に係る記載についても一部改正。

出典：平成30年度都道府県及び市町村国保主管課職員研修 3



都道府県 国保ヘルスアップ支援事業

【交付要件】
○ 実施計画の策定段階から、第三者（有識者会議、国保連合会の保健事業支援・評価委員会等）の支援・評価を活用すること

○ 市町村が実施する事業との連携・機能分化を図り、管内市町村全域の事業が効率的・効果的に実施するために必要な取組と認められる事業であ
ること。

○ 事業ごとの評価指標（ストラクチャー指標、プロセス指標、アウトプット指標、アウトカム指標）・評価方法の設定

Ａ. 市町村が実施する保健事業の更なる推進に資する基盤整備

・ 都道府県レベルの連携体制構築
・ 保健事業に関わる都道府県及び市町村職員を対象とした
人材育成

・ ヘルスアップ支援事業及びヘルスアップ事業の計画立案
能力の向上及び先進、優良事例の横展開を図る取組

Ｂ. 市町村の現状把握・分析

・ KDB等のデータベースを活用した現状把握、事業対象者の
抽出、保健事業の効果分析や課題整理を行う事業

Ｃ. 都道府県が実施する保健事業

・ 都道府県が市町村と共同または支援により行う保健事業
・ 保健所と連携して実施する保健事業

【交付対象】

○ 市町村とともに国保の共同保険者である都道府県が、区域内の市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握するとともに、市町村に
おける保健事業の健全な運営に必要な助言及び支援を行うなど、共同保険者としての役割を積極的に果たすために実施する国民健康保険の保険
事業

【交付限度額】 （補助率10/10）
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Ｄ.【重点】人材の確保・育成事業

・ かかりつけ医、薬剤師、看護師等の有資格者等に対する特定健診や
特定保健指導等の国民健康保険の保健事業に関する研修

・ 医療機関や福祉施設に勤務する糖尿病療養指導士や
認定・専門看護師、管 理栄養士、リハビリ専門職等を活用した保健事業

Ｅ.【重点】データ活用を目的として実施する事業

・ 医療・健康情報データベースの構築
・ データヘルス計画の標準化に向けた現状把握・分析
・ 予防・健康づくりに資するシステムの構築

Ｆ.【重点】モデル事業

・ 地域の企業や大学、関係団体等と都道府県単位の現状や健康課題を
共有し協力し実施する先進的な予防・健康づくり事業

・ 無関心層を対象にして取り組む先進的な保健事業

※１ 国民健康保険特別会計事業勘定（款）保健事業に相当
する科目により実施する事業に充当

※２ 市町村が実施する保健事業との役割を調整するよう留意
※３ 委託可

（事業分類及び事業例）
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【１】目的
• 県が共同保険者として、広域的に実施することが望ましい保健事

業について、医療費適正化に向けた取組を推進することが必要で
あることから、KDBシステム等を活用しながら、市町村のニーズ
に応じたデータ分析支援等を実施。

岡山県国保ヘルスアップ支援事業

• 特定健診・特定保健指導の実施率向上、糖尿病性腎症重症化予防の
取組(保険者努力支援制度の評価項目)が進んでいない市町村も県内には
多い。

• 県全体の市町村国保特定健診・特定保健指導の実施率は、上昇傾向
だが、低迷している。

• 県においても「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を作成し市町
村の取組を支援しているが、市町村が地域の実情に合わせた取組を
進めていけるよう、更に技術的な支援が必要である。

• 各市町村がデータヘルス計画に基づき、PDCAサイクルに沿って質の
高い特定保健指導、糖尿病重症化予防等、市町村の健康課題に応じ
た保健事業が効果的に実施されるよう、関係者の人材育成を行う必
要がある。

【２】 現状と課題
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令和5年度
岡山県国保ヘルスアップ支援事業計画

(1) 特定健診受診勧奨事
（A 市町村実施事業の基盤整備事業）

(2) 保健所国保ミーティング
（A 市町村実施事業の基盤整備事業）

(3) KDBを利用した生活習慣病にかかる医療費の現状分析
（B市町村の現状把握・分析）

(4) 医療機関に向けた受診勧奨事業および特定健診情報提供事業
（C都道府県が実施する保健事業）

(5) 糖尿病性腎症重症化予防事業
（D人材の確保・育成事業）

(6) 糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価事業
（Eデータ活用を目的とする事業）

(7) 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
（Fモデル事業）
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(1) 特定健診受診勧奨事業

• モデル市町村を対象に、ナッジ理論を活用した未受診者への受診勧
奨を実施し、受診率の向上を図る。

実施方法

• 市町村が実施する特定健診の受診勧奨後、一定の時期に未受
診者に２回程度受診勧奨はがきを送付、SMSによる受診勧奨
を実施。

• 対象となった市町村及び全市町村に対する受診率向上に対す
る研修会を開催し、市町村で継続的に未受診者対策が行える
よう、現状分析・助言を行う。

• 市町村事業として事業を実施していない市町村が対象となる。
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（2）県保健所国保ミーティング

保健所・支所が実施主体となり、連携会議等により市町村の現
状把握を行い、保険者努力支援制度に挙げられているデータヘル
ス計画の実施、評価、特定保健指導実施率の向上、糖尿病性腎症
重症化予防等を地域で効果的に進めるための助言・支援を行う。
また研修会等を開催し、地域の関係者の人材育成を行う。

○実施主体：各保健所・支所（9カ所）

○実施方法：会議、研修会等地域の実情に応じた方法とする。

○実施内容：・効果的な糖尿病重症化予防

・特定健診、特定保健指導実施率向上

・データヘルス計画の実施評価

・データヘルス計画に係る市町村内の関係部局との

連携体制について

○対象者：各保健所・支所管内の市町村職員（保健師、看護師、
管理栄養士、事務職等）
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（3）KDBを活用した生活習慣病医療費の現状分析

各市町村及び後期高齢者医療広域連合が保有する健診・医療・介護
データの一体的なモデル分析を行い、市町村の健康課題を把握し、優
先すべき課題を明確化することで、市町村が効率的・効果的な保健事
業が実施できるように支援。

【モデル分析の観点】

• 特定健診・保健指導の実施率の向上に寄与するもの

• 生活習慣病等の重症化予防に寄与するもの

• 医療費適正化に寄与するもの

• 介護予防に寄与するもの
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(4)医療機関に向けた受診勧奨事業および特定健診
情報提供事業

• 県内の医療機関に対して特定健診の重要性を啓発し、医療機
関が治療中の患者に対して特定健診の受診勧奨を行うことで、
県内市町村の特定健診受診率の向上を目指す。

• かかりつけ医から特定健診の受診を勧めてもなお未受診の患
者については、医療機関が保有する検査データを市町村に提
供し特定健診の受診者とみなすことで、受診率の向上を図る。

実施方法

• 医療機関に対する特定健診の重要性の周知

• 医療機関が保有する検査データの活用事業（特定健診情報提
供事業）の全県的な実施
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「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を適切に実施できるよう、

市町村関係者の人材育成を行い、保健事業基盤整備を図る。

・糖尿病性腎症重症化予防研修会の開催
○回数：２回程度 ○対象：市町村職員等（保健師、看護師、管理栄養士）

・糖尿病性腎症重症化予防シンポジウムの開催
○回数：１回程度 ○対象：糖尿病の診療を行う医師等を始めとした関係機

関

・保健指導資材の作成

・糖尿病性腎症重症化予防のための保健指導スキル

アップセミナーの開催

・糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価事業

(5）糖尿病性腎症重症化予防
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(6)糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価

糖尿病性腎症重症化予防プログラムのアウトカム評価を実施。市町
村がアウトカム評価のシステムを運用できるように支援を行う。

実施方法

• KDBシステムを用いたデータの比較

• 受診勧奨実施率・受診勧奨後の医療受診率の把握

• 尿中アルブミン測定結果の取得・データ提供

アウトカム評価方法については、「岡山県糖尿病性腎症重症化予防プ
ログラム アウトカム評価のためのマニュアル」として市町村に配布
されている。
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(7)医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業

（１）医療費等の分析・評価
（２）透析治療患者の現状分析
（３）保健指導用資材の作成
（４）医療費分析研修会の開催（全市町村対象）
（５）CKD重症化予防に係るモデル事業
① 重点地区におけるCKDネットワーク構築
円滑な医療連携システム(専門医とかかりつけ医)の構築を目的とし

て、医療連携体制の整備を図る。
② CKD研修会（医師、コメディカルを対象）
医療連携体制の構築を図るため、多職種で質の高い保健指導を実施

できるよう、医師、コメディカルを対象に研修会を開催する。
③ モデル市町村への指導・助言
市町村別の医療費分析の結果から、新規透析導入患者数の減少につ

ながるより効果的なCKD対策を実施できるよう指導、助言。
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岡山県国保ヘルスアップ支援事業 実施体制

Ａ市
（保険者）

Ｂ町
（保険者）

Ｃ村
（保険者）

県保健所
支所(9ヵ所）

医療機関

国保連

国保被
保険者

助言・支援

県
（健康推進課）

県
（長寿社会

課）

データヘルス計画に
基づく効果的な保健事業

岡山大学病院 C：県が実施する保健事業
◆医療機関に向けた受診勧奨事業及び特定
検診情報提供事業

連携

連携

B：市町村の現状把握・分析
◆KDBを活用した生活習慣病医療費の現状分析

D:人材の確保・育成事業
◆ 糖尿病性腎症重症化予防

F:モデル事業
◆医療費分析等によるCKD重症化予防モデル事業

連携

連携

連携

委託

県内27市町村

連携

岡山県健康おかやま２１推進会議
岡山県国民健康保険運営協議会

（第三者支援・評価機関）

糖尿病医療連携体制検討会議
CKD・CVD対策専門会議

E：データ活用を目的とする事業
◆糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価事業

A：市町村実施保健事業の基盤整備
◆特定健診受診勧奨事業
◆保健所国保ミーティング

県医師会
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岡山県国保ヘルスアップ支援事業 【資料３別添】

取組状況 成果

保健所・国保

ミーティング

データヘルス計画や特定健診等の検討会

議や研修会を9/9保健所で実施。KDBシス

テムから各市町村毎のレセプトデータを

年度毎に分析し、取組を支援

県分析結果等を元に、R3に県内全市町村において、デー

タヘルス計画の中間評価が実施できた。R5は全市町村で

計画の最終評価及び次期計画を策定中

健診・医療・介護

データの一体的な分

析事業

KDBシステムの各市町村の健診・医療・

介護データ（27市町村）及び、がん検診

データ（27市町村）を用いた一体的なモ

デル分析を実施

分析結果：県全体では、40.50代の国保保険者、特に男

性の受診率をいかに高めるかが重要、中でも食習慣の適

正化が重要であり、若年層へのポピュレーションアプ

ローチが効果的と考えられた。

大腸がんの効果検証を実施、健診受診回数と重症度の低

下について因果関係が確認でき、市町村の取組支援が図

れた。

医療機関との連携に

よる特定健診受診率

向上対策事業

県と県医師会とで一括契約し、情報提供

件数の増加を図った。

情報提供事業活用状況：1535件(R3)→

1777件(R4)

特定健診受診率(市町村国保全体)：28.7％(R2)→

31.5(R3)

特定健診受診率について全国順位は低迷しているが、上

昇傾向。

○特定健診受診率(市町村国保)：28.7％(R2)→31.5(R3)

○保険者努力支援制度獲得点数(共通指標①特定健診・特

定保健指導等実施率等）)

　R4全国平均47.7点、県平均23点

　R5全国平均53.7点、県平均30点

○糖尿病性腎症による新規透析患者数：

　238(R1)→230(R２)→268(R3)

○糖尿病医療費：78.5億(R1)→77.4億(R2)→78.1億(R3)

○保険者努力支援制度獲得点数(（共通指標③

生活習慣病の発症予防・重症化予防)

　R4全国平均107.1点　岡山県平均103.5点

　R5全国平均84.0点　  岡山県平均77.2点

eGFRの平均値が、医療受診しなかった集団では-1.94 低

下したことに対し、医療受診した集団では-1.03に留まっ

ており、医療受診が重症化予防に有効であることが示唆

され、市町村の受診勧奨の取組支援が図れた。

新規透析導入患者数：706人(R2)→653人(R3)

  　　　　　  人口比：0.37(R2)→0.35(R3)に減少

透析医療費：75.2億(R1)→78.0億(R2)→77.2億(R3)

医療費、透析患者の現状について、市町

村(27/27)の分析を実施。

普及啓発資材の作成

研修会の実施

全県的にCKDネットワークを構築

CKD重症化予防モデル事業に参加した市

町村の支援実施

医療費等分析による

CKD重症化予防モ

デル事業

コロナ禍であったが、R4年は6市町村が

取組み、全ての市町村において受診率が

上昇。

過去3年で取組んだ11市町村は全て受診率

上昇。

特定健診

受診勧奨事業

R4より、全市町村が重症化予防事業に参

加した。

糖尿病性腎症重症化

予防事業

KDBを用いたデータ比較：27/27市町村

受診勧奨実施率及び受診勧奨後の医療受

診率の算出：27/27市町村

尿中アルブミン測定結果の取得：12/27市

町村

糖尿病性腎症重症化

予防アウトカム評価

事業


